
～

1　事業の概要

30年度

２　今後の事業の方向性

３　事業を構成する細事業の内容 (単位：千円)
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30年度
決算額

26,528 千円

職員数 21.00 人

shokusei@pref.nagano.lg.jp
事　業　名 生活衛生対策事業

部局 健康福祉部 課・室 食品・生活衛生課

実施期間 不明 E-mail

総合５か年計画（しあわせ信州創造プラン2.0）

８つの重点目標 県民一人当たり家計可処分所得

総合的に展開する
重点政策

4-4 生命・生活リスクの軽減

事業番号 05 10 01

事
 

業
 
コ
 

ス
 
ト

区　分（単位：千円） 指標及びその達成状況

予
算
額

前年度繰越

補正予算

合計（A)

目指す姿

・生活衛生関係営業者の衛生管理意識の向上や施設衛生水準の維持向上を推進し、利用者の健康被害の発生防止等を図る。
・生活衛生関係営業の経営健全化等を通じた衛生水準の維持向上や営業振興を推進し、利用者の利益擁護を図る。
・公衆浴場(銭湯）の設備改善を促進し、公衆衛生の向上及び銭湯利用者の利用機会確保を図る。

（主な実施内容：　　営業者への監視指導、県生活衛生営業指導センターへの指導･助成、公衆浴場設備改修への助成　な
ど）

Aの
財源

　一般財源

　国庫支出金

0件 達成

　その他
③

現状
(予算編成時)

・法令に基づき、生活衛生関係営業の許可取得者等に対する監視指導等を継続的に実施している。
・生活衛生関係営業者は経営基盤の弱い中小零細事業者が多く、経営状況の悪化、高齢化や後継者不
足等の深刻な問題を抱えている。
・公衆浴場(銭湯）は物価統制令適用の下、利用者減や施設設備老朽化等厳しい経営環境にある。

10,038

当初予算
No 成果指標 29年度

達成状況

　県　債
②

生活衛生関係営業
後継者育成出前講座参
加者数

5,504 5,261
36名 達成

27,671

27,671

27,151

27,151

10,006

12,129 11,884
0件 達成

 概算人件費 （Ｃ）

 概算事業費（B（A）+C）

 決　　算　　額（B）

概　算
人　件

費

 職員数（人）

27,026 26,528

21.00 21.00

170,142

197,168

172,578

199,106

21.00

172,578

200,458

目標に対する

成果の状況

①監視指導により、生活衛生営業施設の衛生管理が徹底された結果、健康被害の発生件数は0件であった。
②後継者育成出前講座は、実施回数は例年並みであったが、参加者数が増え、目標を上回った。
③公衆浴場の経営を維持するため、ボイラーや配管等の基幹設備の修理等経費に対する設備改善事業補助金を交付した
結果、営業者の事業継続に対する意欲を高めることができ、廃業数について目標を達成することができた。

今後、事業を
どのようにし
ていきたいか

□ 事業を実施しない □ 事業を見直して実施 ■ 事業を現行どおり実施

課　題 今後の方向性

生活衛生関係営業は、経営状況や後継者不足等の課題を抱
えており、経営安定化を通じた衛生水準の維持向上や営業振
興に引き続き取り組む必要がある。

引き続き、（公財）長野県生活衛生営業指導センターによる生
活衛生関係営業者及び生活衛生同業組合への相談指導の
充実・強化や経営健全化等の取組を推進し、衛生水準の維
持向上並びに利用者の利益擁護を図る。

No
プロジェクト

細事業名 30年度　実施内容（実績）
職員数 平成30年度 令和元年度

No （人） （当初） （決算） （当初）

生活衛生営業施設監視指
導事業

生活衛生関係営業監視指導計画に基づく生活衛生監視
の実施 （監視件数  3,632件）

18.60 2,109 2,000 2,314

生活衛生営業経営指導事
業

生活衛生関係営業の振興や衛生管理向上に資する事業
を実施する(公財)長野県生活衛生営業指導センターへの
助成

0.20 20,012 20,012 20,094

5,472公衆浴場確保対策事業 基幹設備の改善に対する補助（11件） 2.20 5,030 4,516

①監視指導を通じた生活衛生関係営業者の衛生管理意識
の向上と日常的な衛生維持管理の成果を示す指標
②生活衛生関係営業の振興に係わる後継者育成の取組成
果を示す指標
③公衆浴場(銭湯）の経営安定化を示す指標

備考

合計 21.00 27,151 26,528 27,880

27,880

5,669

10,047

12,164

成果指標
設定理由

①
生活衛生施設に起因する
健康被害の発生件数

公衆浴場年間廃業施設数

□当初要求　□当初予算案　□補正予算案　　■点検事業改善シート （30年度実施事業分）

29年度 30年度

目標値

0件

前年度を
上回る

１件以下

成果

0件

89名

１件

令和元年度

27,880
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事　業　改　善　シ　ー　ト　附　表 □当初要求　　□当初予算案　　□補正予算案　　　■点検

05 10 01

29年度

生活衛生営業施設監視指導事業
保健所環境衛生監視員による監視
指導

直
接

生活衛生関係営業監視指導計画に基づく生活衛生監視の
実施（監視指導票印刷、環境衛生監視員に係る旅費、監
視指導用備品等）

生活衛生関係営業監視指導計画に基づく生活衛生監視の
実施（監視件数　3,632件）

計画通り
○

2,167 1,985 1,985 1,876

生活衛生営業施設監視指導事業 環境衛生監視員実務研修会
直
接

保健所担当者を対象とした環境衛生監視員実務研修会の
開催

保健所担当者を対象とした環境衛生監視員実務研修会の
開催(1回、参加者　15名）

計画通り
○

124 124 124 124

生活衛生営業経営指導事業 経営指導員、事務職員給与
補
助
金

経営指導員及び事務職員の給与費に対する補助
経営指導員及び事務職員の給与費に対する補助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

15,714 15,650 15,650 15,650

生活衛生営業経営指導事業 相談室運営、情報化事業費
補
助
金

事務所・機器賃料、光熱費、通信費等に対する補助
事務所・機器賃料、光熱費、通信費等に対する補助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

1,764 1,764 1,764 1,764

生活衛生営業経営指導事業 経営指導費、地区相談事業費
補
助
金

経営指導員旅費、印刷費、通信運搬費等に対する補助
経営指導員旅費、印刷費、通信運搬費等に対する補助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

572 572 572 572

生活衛生営業経営指導事業 相談指導顧問設置事業費
補
助
金

中小企業診断士、弁護士等の報酬に対する補助
中小企業診断士、弁護士等の報酬に対する補助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

332 332 332 332

生活衛生営業経営指導事業 税務相談等事業費
補
助
金

税理士雇上げ、税務講習会開催費等に対する補助
税理士雇上げ、税務講習会開催費等に対する補助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

70 70 70 70

生活衛生営業経営指導事業 経営改善資金融資等指導費
補
助
金

融資指導、特別指導、融資連絡会議開催費等に対する補
助

融資指導、特別指導、融資連絡会議開催費等に対する補
助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

712 712 712 712

生活衛生営業経営指導事業 後継者育成支援事業費
補
助
金

学校等への出前講座、育成支援協議会開催費に対する補
助

学校等への出前講座、育成支援協議会開催費に対する補
助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

552 552 552 552

生活衛生営業経営指導事業 生活衛生関係営業活性化事業費
補
助
金

信州経営塾、消費者団体との懇談会開催費等に対する補
助

信州経営塾、消費者団体との懇談会開催費等に対する補
助
補助先：（公財）長野県生活衛生営業指導センター

計画通り
○

360 360 360 360

公衆浴場確保対策事業 設備改善事業補助金
補
助
金

基幹設備の改善に対する補助
（平均入浴人員が150人未満の営業者に対する市町村補
助額の1/2以内）

基幹設備の改善に対する補助（11件）
計画通り

○
5,304 5,030 5,030 4,516

　

　

　

27,671 27,151 27,151 0 26,528
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健康福祉部 食品・生活衛生課課・室生活衛生対策事業

30年度
実施
状況

部局
事業番号

事　業　名

細事業名

30年度

30年度　実施内容（実績）
当初
(千円)

要求
(千円)

合　　　　計

当初
(千円)

補正
(千円)

決算
(千円)

2

2

2

1

細事業
No

1

2

2

2

項目

実
施
方
法

30年度　実施内容（予定）


